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居宅介護支援重要事項説明書 
＜ ２０１９年１０月１日現在 ＞ 

 

 １ サービス内容に関する相談、要望、苦情等 

当事業所の居宅介護支援に関するご相談・苦情および居宅サービス計画に基づく

各提供サービスについてのご相談・苦情は、下記窓口で承ります。 

     高野台居宅介護支援事業所     担当者  吉田 昌子 

電話番号 ０３－５９２３－０８３２ 

   《練馬区役所介護保険課》     電話番号 ０３－３９９３－１１１１ 

《東京都国民健康保険団体連合会》 電話番号 ０３－６２３８－０１７７ 

（苦情相談専用） 

《第三者委員》 

    東 滿須美  様        電話番号 ０３－３９９２－６２０２ 

    佐藤 富子  様        電話番号 ０３－３５５７－７８３０ 

   《利用者の住所を担当する地域包括支援センター》 

               地域包括支援センター 

                    電話番号０３－    －     

              

 ２ 高野台居宅介護支援事業所の概要 

 （１）居宅介護支援事業者の指定番号及びサービス提供地域 

事業所名 高野台居宅介護支援事業所 

所在地 〒１７７－００３３ 東京都練馬区高野台５－２４－１ 

介護保険指定番号 居宅介護支援 東京都１３７２００２１９４号 

サービスを提供する地域 東京都練馬区 

                     ※上記地域以外の方でも相談を受けます。  

（２）同事業所の職員体制 

 常勤 非常勤 業務内容 計 

管理者【兼務】 １ 名 ０ 名 サービス管理全般 １ 名 

主任介護支援専門員 ０ 名 ０ 名 
サービス計画の立案・管理等 ２ 名 

介護支援専門員 ２ 名 ０ 名 

 （３）営業時間 

月曜～土曜 ８：３０～１７：３０ 緊急連絡電話 ０３－５９２３－０８３２ 

     休日：日曜日、年末年始（１２／２９～１／３） 

  

３ 利用料金 

 （１）利用料 

居宅介護支援利用料は法定料金に準ずるものであり、介護サービスの提供開始

以降１ヶ月あたりについて決められています。ただし、法定代理受領により当事

業者の居宅介護支援に対し介護保険給付が支払われる場合、利用者の自己負担は

ありません。 

居宅介護支援給付費 要介護１・２      １２，０４９円 

               要介護３・４・５    １５，６５２円 

 

加算 

※初回加算 新規に居宅サービス計画を策定した場合及び要介護状態区分の２段階

以上の変更認定をうけた場合。      ３,４２０円／月 

※入院時情報連携加算 病院又は診療所に入院するに当たって当該利用者の心身の 
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状況や生活環境等に係る必要な情報を提供した場合。 

入院時情報連携加算（Ⅰ） ２，２８０円／月 

入院時情報連携加算（Ⅱ） １，１４０円／月 

※退院・退所加算 医療機関や介護保険施設等を退院・退所し、居宅サービス等を

利用する場合において、退院・退所に当たって医療機関等の職

員と面談を行い、利用者に関する必要な情報を得た上でケアプ

ランを作成し、居宅サービス等の利用に関する調整を行った場

合。 

 カンファレンス参加 無 カンファレンス参加 有 

連携１回 ５，１３０円 ６，８４０円 

連携２回 ６，８４０円 ８，５５０円 

連携３回  １０，２６０円 

 

※小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 

            利用者が居宅サービスから小規模多機能型居宅介護の利用へと移

行する際に、当該利用者にかかわる必要な情報を小規模多機能型

居宅介護支援事業所に提供し、居宅サービス計画作成等に協力し

た場合。           ３，４２０円／月 

    ※看護小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 

            利用者が複合型サービスの利用を開始する際に、当該利用者にか

かわる必要な情報を複合型サービス事業所に提供し、居宅サービ

ス計画の作成に協力した場合。 ３，４２０円／月 

※緊急時等居宅カンファレンス加算 

            病院または診療所の求めにより、当該病院または診療所の職員と

共に利用者の居宅を訪問しカンファレンスを行い、必要に応じて

居宅サービス等の利用調整を行った場合。（利用者１人につき１月

に２回を限度）       ２，２８０円／月 

※ターミナルマネジメント加算 

            ①２４時間連絡が取れる体制確保かつ必要に応じて指定居宅介護

支援の体制を整備。 

②利用者又はその家族の同意を得たうえで死亡日及び死亡日前 

１４日以内に２日以上在宅を訪問し、主治医等の助言を得つつ、

利用者の状態やサービス変更の必要性等の把握、支援を実施。 

            ③訪問により把握した利用者の心身の状況等を記録し、主治医等

及びケアプランに位置付けた居宅サービス事業者へ提供。 

                           ４，５６０円／月 

※特定事業所加算（Ⅰ）            ５，７００円／月 

※特定事業所加算（Ⅱ）            ４，５６０円／月 

※特定事業所加算（Ⅲ）            ３，４２０円／月 

※特定事業所加算（Ⅳ）            １，４２５円／月 

 

※介護保険適用の場合でも、保険料の滞納により、法定代理受領が出来なくなる場

合があります。その場合は一旦サービスの利用料金をいただき、サービス提供証

明書を発行いたします。サービス提供証明書を後日市町村の窓口に提出しますと、

保険給付負担金相当分の払い戻しを受けることができます。 
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減算 

    ※運営基準減算                居宅介護支援給付費５０％減算 

（２）交通費 

前記２（１）のサービスを提供する地域にお住まいの方は無料です。それ以外 

の地域の方は介護支援専門員が訪問するための交通費の実費が必要です。 

一 通常の実施地域を超えて、片道１０キロ未満 ２００円 

二 通常の実施地域を超えて、片道１０キロ以上 ３００円 

（３）解約料  

利用者はいつでも契約を解約することができ、一切料金はかかりません 

（４）支払方法 

保険料の滞納等により料金が発生する場合、毎月１５日までに前月分の請求を

いたしますので、１０日以内にお支払いください。領収書を発行します。 

 

  ４ 当事業所の居宅介護支援の特徴等 

（１)事業の目的 

  介護支援専門員が要介護状態にある高齢者（以下「要介護者」という）に対し、

適切な居宅介護支援サービスを提供することを目的とする。  

（２）運営の方針 

① 事業所の介護支援専門員は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、その能力

に応じた自立した日常生活を営むことができるよう援助を行います。 

② 事業の実施に当たっては、関係区市町村、地域の保健・医療・福祉サービス

との綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。 

（３）事業内容 

①利用者の居宅を訪問し、利用者や家族に面接して、支援する上で解決しなけ

ればならない課題の把握や分析を行います。 

②課題に基づき居宅サービス計画原案を作成し、サービス担当者会議を開催し

ます。 

③サービス担当者会議では、各サービス担当者が利用者の状況を把握し、情報

を共有します。 

④毎月のサービス内容については、利用者や家族に確認し、利用票への署名ま

たは捺印によって同意とします。 

⑤サービス開始後においても、心身や環境の変化に応じた適切なサービスが提

供されるよう、定期的に電話連絡や訪問により状況を把握し、居宅サービス

計画の変更等を行います。 

⑥更新月や必要時にサービス担当者会議を開催するなどの方法で、担当者から

の専門的な意見を求めます。 

⑦介護保険の更新や区分変更申請について、必要な援助を行います。 

⑧要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合には、地域包括支

援センターに利用者の情報を提供するなどの連携を図ります。 

⑨入院時における医療機関との連携を促進の観点から、居宅介護支援の提供の

開始に当たり、利用者等に対して、入院時に担当介護支援専門員の氏名等を

入院先医療機関に伝えるよう求めます。また、入院時に医療機関が求める利

用者の心身又は生活の状況に関する情報のうち必要と認めるものを利用者の

同意を得て、医療機関に書面等にて提供します。 

（４）事業所の特徴 

①福祉と医療の現場での経験を活かし、専門職としての質の高い対応を心掛け

ています。 
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②研修や学習会には随時積極的に参加し、研鑚を積んでいます。 

（５）調査（課題分析）の方法 

      アセスメントシートは、当事業所版アセスメントシートを使用します。 

（６）介護支援専門員の変更 

変更を希望される方はお申し出下さい。                               

 

５ サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始 

まずは、お電話等でお申し込みください。当事業所職員がお伺いいたします。契

約を締結した後、サービスの提供を開始します。 

（２）サービスの終了  

①利用者のご都合でサービスを終了する場合 

 文書等でお申し出くだされば、いつでも解約できます。 

②当事業所の都合でサービスを終了する場合 

人員不足等でやむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく

場合がございます。 

その場合は、終了３０日前までに文書等で通知するとともに、地域の他の居宅

介護支援事業者をご紹介いたします。 

③自動終了 

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

・利用者が介護保険施設に入所した場合………入所日 

・利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）と認定された場合 

                   ………非該当となった日 

・利用者が死亡した場合…………………………死亡日 

④その他 

利用者やご家族などが当事業所や当事業所の介護支援専門員に対して本契約を

継続しがたいほどの背信行為を行った場合は、文書等で通知することにより、

即座にサービスを終了させていただく場合がございます。 

 

６ 公正中立な立場での業務の実施 

    当事業所は、ご利用者のサービス事業者選択への支援を行うにあたっては、ご利

用者の希望、必要性に反して特定の事業者・法人への利益誘導を行う事がないよう、

その選定または推薦に関しては公正中立に行います。 

利用者は複数の事業所の紹介や当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求め

ることが可能です。 

 

７ 記録の整備 

事業所は指定居宅介護支援に関する諸記録を整備し、その記録を居宅サービス計

画の完了から５年間保存します。 

   

８ 秘密保持 

     当事業所の職員は、サービス提供する上で知り得た利用者や家族に関する情報を

正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。 

 

９ 虐待防止について 

     事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、虐待防止に関する責

任者を選定しています。 
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虐待防止に関する責任者 管理者 吉田 昌子 

  

１０ 事故発生・緊急対応時の対応方法について 

     当事業所の介護支援専門員が訪問時に、利用者の容態悪化・事故発生等の緊急事 

態に遭遇した場合には、必要な措置を講じます。 

また、サービスの提供に伴って当事業所の責めに帰すべき事由により、賠償の対 

象となる事故が発生した場合には、その賠償を当事業所の加入する損害賠償保険の

規定により賠償します。 

 

１１ 身分証携行義務 

     介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の

家族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。  
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２０  年   月   日 

 

 

  

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基づいて重要

な事項を説明しました。 

  

   事業者 

   ＜所 在 地＞  〒１７７－００３３ 東京都練馬区高野台５－２４－１ 

 

   ＜事業者名＞  高野台指定居宅介護支援事業所    印 

 

   ＜説 明 者＞                      印 

 

私は、契約書及び本書面により、事業者から居宅介護支援についての重要事項の説明を

受けました。 

  

(利用者) 

     ＜住所＞                   

      

＜氏名＞                 印 

  

＜利用者欄を代筆の場合は代筆者氏名＞ 

 

          （続柄    ） 

 

（保証人） 

 ＜住所＞                   

      

＜氏名＞                 印 

 

 

 

  


